
 

 

令和２年度多文化共生推進事業について 

１ 「意識の壁」の解消事業（当初予算 ９１２千円）                

（１） 多文化共生シンポジウム開催事業 

多文化共生に関する理念の周知・啓発のため，市町村と共催により県内一箇所で開催 

（２） 啓発ツール作成事業 

県民等向け多文化共生啓発グッズ（児童向けパンフレット・ウエットティッシュ）の

作成・配布 

（３） 多文化共生社会推進審議会運営事業 

多文化共生社会推進条例に基づき設置する審議会の運営 

（４） 多文化共生社会の推進に関する市町村研修会開催事業 

市町村職員等の多文化共生に関する理解促進と施策推進を図るための研修会の開催 

（５） 多文化共生推進連絡会議運営事業 

多文化共生の推進に必要なネットワーク基盤の強化を図るための連絡会議の開催 

 

２ 「言葉の壁」の解消事業（当初予算 ４，１４５千円）                         

（１）災害時通訳ボランティア整備事業 

災害時の通訳ボランティアの募集・登録，養成，派遣に関する事業（業務委託） 

（２）日本語学習に係る調査研究事業【新規】 

日本語学習のニーズや現状等を把握し，ICT の活用を含めた学習支援のあり方につい

て調査研究を行う。 

 

３ 「生活の壁」の解消事業（当初予算 ３４，４２２千円）                          

（１）みやぎ外国人相談センター設置事業【拡充】 

外国県民等やその家族の日常生活の悩み解消を図るため，多言語による相談窓口の設

置・運営（業務委託）。国の外国人受入環境整備交付金を活用し，相談員の１名増員する

など，当該センターの更なる機能強化・拡充を図る。 

（２）技能実習生等との共生の地域づくり推進事業 

技能実習生の受入に向けた環境整備を図るため，地域住民との交流の機会を創出（一

部業務委託）。 

（３）外国人労働者等の受入体制のあり方に係る有識者会議の運営事業 

外国人労働者等の更なる増加や多様化が見込まれる状況を踏まえ，地域での受入及び

共生のあり方等について検討する有識者会議を設置する。 

（４）外国人留学生定着事業 

    外国人留学生の県内就職を促進するため，企業向けセミナーの実施，留学生による県

内企業就職情報誌の作成等を行う。 

（５）外国人雇用アシスト事業 

    県内中小企業における外国人材の受入環境の整備を総合的に支援するため，企業相談

窓口を設置するとともに，企業向けセミナー，外国人向けセミナー，合同企業説明会等

を実施し，企業における外国人材の採用・活用を図る。 
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